
 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則をここに公

布する。 

  平成30年３月30日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

静岡県規則第20号 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成18年静岡県規則第34号）の

一部を次のように改正する。 

 様式第１号中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表６中 

「 共同生活援助 （グループホーム）・外部サービス利用型共同生活援助（グループホーム）」 を                                     

「 共同生活援助 （グループホーム）・日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム） 

外部サービス利用型共同生活援助（グループホーム）         」 

 

介 護 サ ー ビ ス 包 括 型 の 場 合 
生 活 支 援 員 の 

外 部 委 託 の 予 定 
有（月   時間）  ・  無 

外 部 サ ー ビ ス 利 用 型 の 場 合 

受託居宅介護サービス事業者

の 名 称 及 び 所 在 地 
 

受託居宅介護サービス事業者

が事業を行う事業所の名称及

び 所 在 地 

 

地 域 移 行 支 援 型 の 場 合 
同一敷地内にある病院の名称

及 び 所 在 地 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
就 労 継 続 支 援  年  月  日 年  月  日 付表10 

多 機 能 型  年  月  日 年  月  日 付表11 

障 害 者 支 援 施 設  年  月  日 年  月  日 付表12 

一般相談支援 
地 域 移 行 支 援  年  月  日 年  月  日 付表13 

地 域 定 着 支 援  年  月  日 年  月  日 付表13 

 

を 

 

」 

」 

「 

「 

に、 

に改め、同様式 
 

就 労 継 続 支 援  年  月  日 年  月  日 付表10 

就 労 定 着 支 援  年  月  日 年  月  日 付表11 

自 立 生 活 援 助  年  月  日 年  月  日 付表12 

多 機 能 型  年  月  日 年  月  日 付表13 

障 害 者 支 援 施 設  年  月  日 年  月  日 付表14 

一般相談支援 
地 域 移 行 支 援  年  月  日 年  月  日 付表15 

地 域 定 着 支 援  年  月  日 年  月  日 付表15 

 

「 

 

」 

を 

 

」 



 

（
該
当
区
分
に
○
） 

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
区
分 

介 護サー ビス包 括型  
生 活 支 援 員 の 

外 部 委 託 の 予 定 
有（月   時間）  ・  無 

日 中 サ ー ビ ス 支 援 型  
生 活 支 援 員 の 

外 部 委 託 の 予 定 
有（月   時間）  ・  無 

外 部 サ ー ビ ス 利 用 型  

受託居宅介護サービス事業者の 

名 称 及 び 所 在 地 
 

受託居宅介護サービス事業者が事

業を行う事業所の名称及び所在地 
 

地 域 移 行 支 援 型  
同 一 敷 地 内 に あ る 病 院 の 

名 称 及 び 所 在 地 
 

協議会等への報告・協

議会等からの評価等に

関 す る 措 置 の 概 要 

担 当 者  協 議 会 等 の 名 称  

報 告 の 時 期  評 価 の 時 期  

協議会等から必要な要望、

助言等を聴く機会の具体的

な内容・その他参考事項 

 

 

改め、同様式付表13中「付表13」を「付表15」に改め、同様式付表12中「付表12」を「付表14」に改め、同

様式付表11中「付表11」を「付表13」に改め、同様式付表10の２の次に次のように加える。 

「 

 

」 

に 



付表 11（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 
就労定着支援 

 

事

業

所 

フ リ ガ ナ  

名 称  

所 在 地 
（郵便番号    ―    ） 

 

連 絡 先 電話番号  F A X 番 号  

当該事業の実施について規定されている定款、寄附行為等又は条例等の条文 第   条  第   項  第   号 

管

理

者 

フ リ ガ ナ  
生 年 月 日 年  月  日 

氏 名  

住 所  

当該就労定着支援事業所で兼務する他の職務（兼務の場合記入）   

兼 務 す る 他 の 事 業 所 又 は 施 設 

（ 兼 務 の 場 合 記 入 ） 

事 業 所 等 の 名 称  

兼 務 す る 他 の 職 種 

及 び 勤 務 時 間 等 
 

サ ー ビ ス 

管 理 責 任 者 

フ リ ガ ナ  
生年月日 年  月  日 

氏 名  

住   所  

従 業 者 の 職 種 及 び 員 数 
サービス管理責任者 就労定着支援員 その他の従業者 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

 

従業者数 
常勤（人）       

非常勤（人)       

常勤換算後の人数（人)    

基準上の必要人数（人) ※ ※ ※ 

前 年 度 の 平 均 利 用者 数（ 人 ）  

生活介護等の前年度平均利用者数（人）   

過去３年間の平均移行者数（人）  

主

な

掲

示

事

項 

営 業 日 （ 曜 日 )  

営 業 時 間  

主 た る 対 象 者 特定無し・身体障害者・知的障害者・精神障害者・難病等対象者 

通 常 の 事 業 の 実 施 地 域  

利 用 料  

そ の 他 の 費 用  

そ の 他 参 考 と な る 事 項 

第三者評価の実施状況 している ・ していない 

苦 情 解 決 の措 置 概 要 窓口（連絡先）  担当者  

そ の 他  

添 付 書 類 別 添 の と お り 



備考 

 １ ※印（「基準上の必要人数（人）」）欄には、記入しないこと。 

 ２ 新設の場合は、「前年度の平均利用者数」欄には、利用者の推定数を記入すること。 

 ３ 「生活介護等の前年度平均利用者数（人）」欄には、就労定着支援の事業と一体的に運営する生活介護、自立訓

練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の事業に係る前

年度の平均利用者数を記入すること。 

 ４ 「過去３年間の平均移行者数（人）」欄には、過去３年間において生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練

（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の事業の利用者を、通常の事業所に新たに

雇用させた数を記入すること。 

 ５ 「通常の事業の実施地域」欄には、市町名及び当該区域の全部又は一部の別を記入すること。 

なお、市町の一部の地域が実施地域である場合は、適宜地図を添付すること。 

 ６ 「その他の費用」欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記入すること。 

 ７ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記入すること。 

 ８ 添付書類 

  (1) 定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等 

  (2) 事業所の平面図（各室の用途を明示するもの）及び設備の概要を記載した書面 

  (3) 事業所の管理者の経歴を記載した書面 

  (4) 事業所のサービス管理責任者の経歴を記載した書面 

  (5) 運営規程 

  (6) 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要を記載した書面 

  (7) 従業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書面 

  (8) 当該申請に係る事業に係る資産の状況を記載した書面（貸借対照表、財産目録等） 

  (9) 当該申請に係る事業に係る訓練等給付費の請求に関する事項を記載した書面 

  (10) 障害者総合支援法第36条第３項各号に該当しない旨の誓約書 

  (11) 役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書面 

  (12) 事業所の所在地がわかる地図 

  (13) 事業所の外観を写した写真等 

  (14) 障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由書（主たる対象者を特定する場合）  

  (15) 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 

  (16) その他指定に関し必要と認める事項を記載した書面   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付表 12（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 

自立生活援助 

 

事

業

所 

フ リ ガ ナ  

名 称  

所 在 地 
（郵便番号    ―    ） 

 

連 絡 先 電話番号  FAX番号  

当該事業の実施について規定されている定款、寄附行為等又は条例等の条文 第   条  第   項  第   号 

管

理

者 

フ リ ガ ナ  
生年月日 年  月  日 

氏 名  

住 所  

当該自立生活援助事業所で兼務する他の職務（兼務の場合記入）  

兼務する他の事業所又は施設（兼務の場合記入） 

事 業 所 等 の 名 称  

兼務する他の職種 

及 び 勤 務 時 間 等 
 

サ ー ビ ス 

管 理 責 任 者 

フ リ ガ ナ  
生年月日 年  月  日 

氏 名  

住   所  

従 業 者 の 職 種 及 び 員 数 
サービス管理責任者 地域生活支援員 その他の従業者 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

 

従業者数 
常勤（人）       

非常勤（人）       

常勤換算後の人数（人）    

基準上の必要人数（人） ※ ※ ※ 

前年度の平均利用者数（人）  

常 時 の 連 絡 体 制 の 確 保 

の 具 体 的 方 法 
 

主

な

掲

示

事

項 

営 業 日 （ 曜 日 ）  

営 業 時 間  

主 た る 対 象 者 特定無し・身体障害者・知的障害者・精神障害者・難病等対象者 

通常の事業の実施地域  

利 用 料  

そ の 他 の 費 用  

その他参考となる事項 

第三者評価の実施状況 している ・ していない 

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）  担当者  

そ の 他  

添 付 書 類 別 添 の と お り 



備考 

 １ ※印（「基準上の必要人数（人）」）欄には、記入しないこと。 

２ 新設の場合は、「前年度の平均利用者数」欄には、利用者の推定数を記入すること。 

 ３ 「常時の連絡体制の確保の具体的方法」欄には、営業時間以外の事業所の人員体制（宿直等）や利用者との連絡

体制を含め、具体的に記載すること。 

 ４ 「通常の事業の実施地域」欄には、市町名及び当該区域の全部又は一部の別を記入すること。 

なお、市町の一部の地域が実施地域である場合は、適宜地図を添付すること。 

 ５ 「その他の費用」欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記入すること。 

 ６ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記入すること。 

 ７ 添付書類 

(1) 定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等 

  (2) 事業所の平面図（各室の用途を明示するもの）及び設備の概要を記載した書面 

  (3) 事業所の管理者の経歴を記載した書面 

  (4) 事業所のサービス管理責任者の経歴を記載した書面 

  (5) 運営規程 

  (6) 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要を記載した書面 

  (7) 従業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書面 

  (8) 当該申請に係る事業に係る資産の状況を記載した書面（貸借対照表、財産目録等） 

  (9) 当該申請に係る事業に係る訓練等給付費の請求に関する事項を記載した書面 

  (10) 障害者総合支援法第36条第３項各号に該当しない旨の誓約書 

  (11) 役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書面 

  (12) 事業所の所在地がわかる地図 

  (13) 事業所の外観を写した写真等 

  (14) 障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由書（主たる対象者を特定する場合） 

  (15) 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 

  (16) その他指定に関し必要と認める事項を記載した書面  

 様式第２号中 

 

 

 

 

 

 

                                 

を 

 

 

 

 

 

 

                              

」 

 

 

８ 介護給付費及び療養介護医療費の請求に関する事項 

９ 訓練等給付費の請求に関する事項 

10 地域相談支援給付費の請求に関する事項 

11 役員の氏名、生年月日及び住所 

12 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容 

13 協力歯科医療機関の名称及び当該協力歯科医療機関との契約の内容 

14 事業所の種別（併設事業所、空床利用型事業所の別） 

15 
併設事業所における利用者の推定数又は空床利用型事業所における当該施設の入所者

の定員 

16 重度障害者等包括支援において提供する障害福祉サービスの種類 

17 
第三者に委託することにより提供する障害福祉サービスがあるときは、当該障害福祉サ

ービスの種類並びに当該第三者の事業所の名称及び所在地 

18 医療機関との協力体制の概要 

19 事業所のサービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

20 指定地域相談支援の提供に当たる者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

21 関係機関との連携その他の適切な支援体制の概要 

22 連携する公共職業安定所その他関係機関の名称 

「 



「 

 

 

 

 

 

 

                             

に改める。 

 

 
 

 

 

」 

様式第３号及び様式第３号の２を次のように改める。

８ 
介護給付費、療養介護医療費、訓練等給付費又は地域相談支援給付費の請求に関する事

項 

９ 役員の氏名、生年月日及び住所 

10 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容 

11 協力歯科医療機関の名称及び当該協力歯科医療機関との契約の内容 

12 事業所の種別（併設事業所、空床利用型事業所の別） 

13 
併設事業所における利用者の推定数又は空床利用型事業所における当該施設の入所者

の定員 

14 重度障害者等包括支援において提供する障害福祉サービスの種類 

15 
第三者に委託することにより提供する障害福祉サービスがあるときは、当該障害福祉サ

ービスの種類並びに当該第三者の事業所の名称及び所在地 

16 医療機関との協力体制の概要 

17 事業所のサービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

18 指定地域相談支援の提供に当たる者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

19 関係機関との連携その他の適切な支援体制の概要 

20 連携する公共職業安定所その他関係機関の名称 

21 その他届出が必要な事項（                        ） 



様式第３号（第３条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 

     届出書 

 

 

年  月  日 

  静岡県知事 氏 名 様 

住 所 

届出者 氏 名            ㊞ 

 

 

 

 

  次のとおり事業を       ので、障害者総合支援法          の規定により、届け出ます。 

 

 

 事 業 所 番 号           

事    業    所 

名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

事 業 の 種 類  

廃 止 （ 休 止 、 再 開 ） 年 月 日 年  月  日 

廃 止 （ 休 止 ） の 理 由  

現 に 指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 又 は 指 定 

地 域 相 談 支 援 を 受 け て い る 者 の 有 無 
有  ・  無 

休 止 の 予 定 期 間 年  月  日  まで（   日間） 

備考 

 １ 廃止又は休止の場合は、廃止又は休止の日の１月前までに届け出ること。 

 ２ 再開の場合は、再開の日から10日以内に届け出ること。 
 ３ 廃止又は休止の場合には、現に指定障害福祉サービス又は指定地域相談支援（以下「サービス等」という。）を

受けている者に関する次に掲げる事項を記載した書面を添付すること。 

  (1) 現に当該サービス等を受けている者に対する措置 

  (2) 現に当該サービス等を受けている者の氏名、連絡先、受給者証番号及び引き続き当該サービス等に相当する

サービスの提供を希望する旨の申出の有無 

(3) 引き続き当該サービス等に相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要なサービスを継続的に提供す 

る他のサービス等事業者の名称 

４ この様式において「障害者総合支援法」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

をいう。 

廃 止 し た い 

休 止 し た い 

再 開 し た 

第 4 6 条 第 １ 項 

第 4 6 条 第 ２ 項 

第 51 条の 25 第１項 

第 51 条の 25 第２項 

法人にあっては、その主

た る 事 務 所 の 所 在 地 

法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 

氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を 

自 署 す る 場 合 は 、 押 印 は 不 要 

廃  止

休  止

再  開 



様式第３号の２（第３条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 

指 定 辞 退 届 出 書 

 

年  月  日 

  静岡県知事 氏 名 様 

 

所 在 地           

届出者 名 称           

代表者氏名         印 

(氏名を自署する場合は、押印は不要であること。） 

 

 次のとおり指定障害者支援施設の指定を辞退したいので、障害者総合支援法第47条の規定により、次のと

おり届け出ます。 

  事業所番号           

施 設 

名 称   

所 在 地   

電 話 番 号   

指 定 年 月 日 年  月  日 

指 定 を 辞 退 す る 年 月 日 年  月  日 

辞 退 の 理 由   

現 に 施 設 に 入 所 し て い る 者 の 有 無 有  ・  無 

備考  

 １ 指定を辞退する日の３か月前までに届け出ること。 

 ２ 現に入所している者に関する次に掲げる事項を記載した書面を添付すること。 

  (1) 現に入所している者に対する措置 

  (2) 現に当該施設障害福祉サービスを受けている者の氏名、連絡先、受給者証番号及び引き続き当該施設障害福祉

   サービスに相当するサービスの提供を希望する旨の申出の有無 

  (3) 引き続き当該施設障害福祉サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な施設障害福祉サー

   ビスを継続的に提供する他の指定障害者支援施設等の名称 

 ３ この様式において「障害者総合支援法」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律を

  いう。 

  



  附 則 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則（以下「旧規則」という。）の様式により提出されている申請書は、改正後の障害者の日常生活及び社会 

生活を総合的に支援するための法律施行細則の相当する様式により提出された申請書とみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用すること

ができる。 


